
国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 特 定 有 期 雇 用 教 職 員 就 業 規 則 等 新 旧 対 照 表  

改     正     前 改     正     後 

国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就業

規則 

（平成１８年達示第２１号） 

   第１章 総則 

 （中 略） 

（特定有期雇用教職員の定義） 

第２条 この規則において「特定有期雇用教職員」と

は、次の各号に掲げるものをいう。 

(1) 年俸制特定教員 任期を付して雇用する教員の

うち、総長の認める特定のプログラム、プロジェ

クト等により特定教授、特定准教授、特定講師又

は特定助教の職名で雇用される者 

(2) 特定拠点教員 任期を付して雇用する教員のう

ち、世界トップレベル国際研究拠点形成促進プロ

グラム（以下「トップレベル拠点プログラム」と

いう。）又はｉＰＳ細胞研究プログラム（再生医

療実現拠点ネットワークプログラムを実施するた

め他のプログラム、プロジェクト等と複合させる

ことについて認定を受けたプログラムをいう。以

下同じ。）により特定拠点教授、特定拠点准教授、

特定拠点講師又は特定拠点助教の職名で雇用され

る者 

(3) 特定外国語担当教員 任期を付して雇用する教

員のうち、外国語科目又は専門教育科目を担当さ

せるに足る高度の専門的学識又は技能を有する者

で、特定外国語担当教授、特定外国語担当准教授

又は特定外国語担当講師の職名で雇用される者 

(4) 特定病院助教 任期を付して雇用する教員のう

ち、医師免許又は歯科医師免許を取得している者

であって、医学部附属病院が定め、総長の認める

特定のプログラム、プロジェクト等により雇用さ

れる者 

(5) 特定専門業務職員 任期を付して雇用する職員

のうち、総長が必要と認める特定の専門的業務に

従事する者 

(6) 特定職員 任期を付して雇用する職員のうち、

高度な専門的知識及び豊富な実務経験を必要とす

る専門的業務に従事する者 

(7) 特定研究員 任期を付して雇用する職員のうち、

総長の認める特定のプログラム、プロジェクト等

により雇用される者 

(8) 特定医療技術職員 任期を付して雇用する技術

職員のうち、別表第１左欄に掲げる職名に係る免

許を取得している者又は当該免許の試験に合格

し、かつ、免許証が未交付の者であって、それぞ

 

 

 

   第１章 総則 

 

（特定有期雇用教職員の定義） 
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（同 左） 



改     正     前 改     正     後 

れ同表左欄又は右欄に掲げる職名で雇用されるこ

とにつき業務の遂行上必要な能力を有すると当該

部局の長が認めた者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第２章 年俸制特定教員 

 （中 略） 

（契約期間） 

第５条 年俸制特定教員の契約期間は、当該プログラ

ム、プロジェクト等の継続する期間以内とし、当該

期間を限度として、これを更新することができる。 

２ 前項の規定により更新された契約期間の満了後に

労働契約を更新しない場合には、契約期間満了日の

３０日前までにその旨を通知する。ただし、契約期

間満了後に更新しないことをあらかじめ通知してい

る場合は、この限りでない。 

３ 前項の場合において、年俸制特定教員が更新しな

い理由について証明書を請求したときは、遅滞なく

これを交付するものとする。 

（名称） 

第６条 年俸制特定教員について、総長の定めるとこ

ろにより、必要に応じて当該資金、プログラム、プ

ロジェクト等の名称を職名に付記することができ

る。 

 （中 略） 

（他の規則の準用） 

第７条 この章に定めるもののほか、年俸制特定教員

の就業に関する事項については、就業規則（第２３

条及び第６４条を除く。）の規定を準用する。この

場合において、同規則第２条第３項の規定により年

俸制特定教員に準用する採用・懲戒等に関する事項

のうち、国立大学法人京都大学教員就業特例規則（平

成１６年達示第７１号。以下「教員就業特例規則」

という。）第３条、第１０条及び第１２条の規定中

「学系会議等」とあるのは「教授会又はこれに代わ

る会議」と、第３条第４項中「組織の長（全学教員

部会議にあっては国立大学法人京都大学教員選考規

程（平成２７年達示第７６号。以下「教員選考規程」

という。）第１２条第１項に規定する担当理事。以

 

 

 

２ 前項に掲げる教職員には、第１９条の２又は労働

契約法（平成１９年法律第１２８号）第１８条の規

定（研究開発システムの改革の推進等による研究開

発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関す

る法律（平成２０年法律第６３号。以下「研究開発

力強化法」という。）第１５条の２の規定が適用さ

れる場合を含む。）に基づき期間の定めのない労働

契約へ転換した教職員（以下「無期雇用教職員」と

いう。）を含む。 

   第２章 年俸制特定教員 

 

（契約期間） 

第５条 

 

 

２ 

 

 

 

 

３ 

 

 

（名称） 

第６条 

 

 

 

 

（他の規則の準用） 

第７条 （同 左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（同 左） 



改     正     前 改     正     後 

下「組織の長」という。）」とあるのは「組織の長

（以下「組織の長」という。）」と、就業規則第       

１５条第３項の規定により年俸制特定教員に準用す

る休職に関する事項のうち、国立大学法人京都大学

教職員休職規程（平成１６年達示第７７号。以下「休

職規程」という。）第２条第１項及び第４条第１項

の規定中「学系会議又は全学教員部会議」とあるの

は「教授会又はこれに代わる会議」と読み替える。 

２ 前項前段の規定にかかわらず、就業規則第２条第

３項の規定により年俸制特定教員に準用する採用・

懲戒等に関する事項のうち、教員就業特例規則第６

条の規定、就業規則第３１条の規定により年俸制特

定教員に準用する給与に関する事項のうち、国立大

学法人京都大学教職員給与規程（平成１６年達示第

８０号。以下「給与規程」という。）第５条から第

８条まで、第１１条から第２２条まで、第２７条か

ら第３３条の６まで、第３４条及び第３５条の規定

並びに就業規則第４０条の規定により年俸制特定教

員に準用する勤務時間、休暇等に関する事項のうち、

国立大学法人京都大学教職員の勤務時間、休暇等に

関する規程（平成１６年達示第８３号。以下「勤務

時間等規程」という。）第２７条第１９号の規定は、

これを準用しない。 

３ 第１項前段の規定にかかわらず、就業規則第２２

条第１項第１号の規定は、総合生存学館、国際高等

教育院又は高等研究院において雇用する場合（大学

が特に認める場合に限る。）は、これを準用しない。 

４ 前項の規定は、当該雇用する年俸制特定教員が労

働契約法（平成１９年法律第１２８号）第１８条の

規定により、期間の定めのない労働契約に転換した

場合（以下「無期転換した場合」という。）におい

ては、これを適用しない。 

   第３章 特定拠点教員 

 （中 略） 

（契約期間） 

第１０条 特定拠点教員の契約期間は、当該プログラ

ムの継続する期間以内とし、当該期間を限度として、

これを更新することができる。 

２ 前項の規定により更新された契約期間の満了後に

労働契約を更新しない場合の通知及び更新しない理

由の証明書については、第５条第２項及び第３項の

規定を準用する。 

 （中 略） 

（他の規則の準用） 

第１１条 この章に定めるもののほか、特定拠点教員

の就業に関する事項については、就業規則（第２２
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４ 前項の規定は、当該雇用する年俸制特定教員が無

期雇用教職員となった場合においては、これを適用

しない。 

 

 

   第３章 特定拠点教員 

 

（契約期間） 

第１０条 

 

 

２ 

 

 

 

 

（他の規則の準用） 

第１１条 この章に定めるもののほか、特定拠点教員

の就業に関する事項については、就業規則（第２２

（同 左） 

（同 左） 



改     正     前 改     正     後 

条（無期転換した場合を除く。）、第２３条及び第

６４条を除く。）の規定を準用する。この場合にお

いて、同規則第２条第３項の規定により特定拠点教

員に準用する採用・懲戒等に関する事項のうち、教

員就業特例規則第３条、第１０条及び第１２条の規

定中「学系会議等」とあるのは「教授会又はこれに

代わる会議」と、第３条第４項中「組織の長（全学

教員部会議にあっては国立大学法人京都大学教員選

考規程（平成２７年達示第７６号。以下「教員選考

規程」という。）第１２条第１項に規定する担当理

事。以下「組織の長」という。）」とあるのは「組

織の長（以下「組織の長」という。）」と、就業規

則第１５条第３項の規定により特定拠点教員に準用

する休職に関する事項のうち、休職規程第２条第１

項及び第４条第１項の規定中「学系会議又は全学教

員部会議」とあるのは「教授会又はこれに代わる会

議」と読み替える。 

２ （略） 

   第４章 特定外国語担当教員 

 （中 略） 

（契約期間） 

第１２条の３ 特定外国語担当教員の契約期間は、５

年以内とし、通算５年の期間を限度として、更新す

ることができる。 

（準用） 

第１３条 第６条の２並びに第７条第１項及び第２項

の規定は、特定外国語担当教員に準用する。この場

合において、第７条第１項の規定中「第２７条から

第３３条の６まで」とあるのは「第２７条から第  

３３条まで、第３３条の３から第３３条の６まで」

と読み替える。 

２ 前項の規定にかかわらず、就業規則第２２条第１

項第１号の規定は、国際高等教育院において雇用す

る場合（大学が特に認める場合に限る。）は、これ

を準用しない。 

 

 

 

   第５章 特定病院助教 

 （中 略） 

（準用） 

第１６条 第６条の２、第７条第１項及び第２項並び

に第１２条の３の規定は、特定病院助教に準用する。

この場合において、第７条第２項の規定中「第１１

条から第２２条まで」とあるのは「第１１条から第

１９条まで、第２０条（国立大学法人京都大学教職

条（無期雇用教職員となった場合を除く。）、第   

２３条及び第６４条を除く。）の規定を準用する。

この場合において、同規則第２条第３項の規定によ

り特定拠点教員に準用する採用・懲戒等に関する事

項のうち、教員就業特例規則第３条、第１０条及び

第１２条の規定中「学系会議等」とあるのは「教授

会又はこれに代わる会議」と、第３条第４項中「組

織の長（全学教員部会議にあっては国立大学法人京

都大学教員選考規程（平成２７年達示第７６号。以

下「教員選考規程」という。）第１２条第１項に規

定する担当理事。以下「組織の長」という。）」と

あるのは「組織の長（以下「組織の長」という。）」

と、就業規則第１５条第３項の規定により特定拠点

教員に準用する休職に関する事項のうち、休職規程

第２条第１項及び第４条第１項の規定中「学系会議

又は全学教員部会議」とあるのは「教授会又はこれ

に代わる会議」と読み替える。 

２ （同 左） 

   第４章 特定外国語担当教員 

 

（契約期間） 

第１２条の３ 

 

 

（準用） 

第１３条 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

３ 前項の規定は、当該雇用する特定外国語担当教員

が無期雇用教職員となった場合においては、これを

適用しない。 

   第５章 特定病院助教 

 

（準用） 

第１６条 （同 左） 

 

 

 

 

（同 左） 



改     正     前 改     正     後 

員特殊勤務手当支給細則（平成１６年４月１日総長

裁定）第１２条に規定する麻酔手当を除く。）、第

２１条、第２２条」と読み替える。 

   第６章 特定専門業務職員 

 （中 略） 

（俸給） 

第１８条 特定専門業務職員の俸給月額は、３０万円

から９０万円までの範囲で１万円単位の額とする。 

 

２・３ （略） 

（契約期間） 

第１９条 特定専門業務職員の契約期間は、５年以内

とし、通算５年の期間を限度として、更新すること

ができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、総長の認める特定のプ

ログラム、プロジェクト等により雇用される特定専

門業務職員の契約期間は、当該プログラム、プロジ

ェクト等の継続する期間以内とすることができる。

この場合において、当該契約期間は、これを更新し

ない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、研究開発システムの

改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開

発等の効率的推進等に関する法律（平成２０年法律

第６３号。以下「研究開発力強化法」という。）第

１５条の２第１項第１号又は第２号に該当する場合

の契約期間は、通算１０年の期間を限度として、１

回に限り更新することができる。 

４ 前３項の規定にかかわらず、総長が特に必要と認

めた場合は、同項に定める期間又は回数を超えて更

新することができる。 

５ 第１項、第３項又は前項の規定により更新された

契約期間の満了後に労働契約を更新しない場合の通

知及び更新しない理由の証明書については、第５条

第２項及び第３項の規定を準用する。 

 

 

 

 

 

 

（準用） 

第１９条の２ （略） 

（他の規則の準用） 

第２０条 この章に定めるもののほか、特定専門業務

職員の就業に関する事項については、就業規則（第

２３条及び第６４条を除く。）の規定を準用する。

 

 

 

   第６章 特定専門業務職員 

 

（俸給） 

第１８条 特定専門業務職員の俸給月額は、３０万円

から１２０万円までの範囲で１万円単位の額とす

る。 

２・３ （同 左） 

（契約期間） 

第１９条 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

３ 前２項の規定にかかわらず、研究開発力強化法第

１５条の２第１項第１号又は第２号に該当する場合

の契約期間は、通算１０年の期間を限度として、１

回に限り更新することができる。 

 

 

 

４  

 

 

５ 

 

 

 

（無期労働契約） 

第１９条の２ １年以上継続して雇用された特定専門

業務職員について、就業規則第１０条に規定する勤

務評定による評価等を勘案のうえ大学が特に認めた

場合は、当該契約期間が満了した次の契約から、期

間の定めのない労働契約とすることができる。 

（準用） 

第１９条の３ （同 左） 

（他の規則の準用） 

第２０条 （同 左） 

 

 

（同 左） 

（同 左） 



改     正     前 改     正     後 

ただし、同規則第３１条の規定により特定専門業務

職員に準用する給与に関する事項のうち、給与規程

第５条から第８条まで、第１１条から第２２条まで

及び第２７条から第３５条までの規定並びに就業規

則第４０条の規定により特定専門業務職員に準用す

る勤務時間、休暇等に関する事項のうち、勤務時間

等規程第２７条第１９号の規定は、この限りでない。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、就業規則第２２条

第１項第３号の規定は、大学が特に認めた場合（無

期転換した場合を除く。）は、これを準用しない。 

 

３ （略） 

   第７章 特定職員 

 （中 略） 

（俸給） 

第２２条 特定職員の俸給月額は、３０万円から９０

万円までの範囲で１万円単位の額とする。 

２・３ （略） 

（契約期間） 

第２３条 特定職員の契約期間は、５年以内とし、通

算５年の期間を限度として、更新することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、総長の認める特定のプ

ログラム、プロジェクト等により雇用される特定職

員の契約期間は、当該プログラム、プロジェクト等

の継続する期間以内とすることができる。この場合

において、当該契約期間は、これを更新しない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、研究開発力強化法第

１５条の２第１項第１号又は第２号に該当する場合

の契約期間は、通算１０年の期間を限度として、１

回に限り更新することができる。 

４ 前２項の規定にかかわらず、トップレベル拠点プ

ログラム又はｉＰＳ細胞研究プログラムにより雇用

される特定職員の契約期間は、当該プログラムの継

続する期間以内とし、当該期間を限度として、更新

することができる。 

５ 前各項の規定にかかわらず、総長が特に必要と認

めた場合は、同項に定める期間又は回数を超えて更

新することができる。 

６ 第１項又は第３項から前項までの規定により更新

された契約期間の満了後に労働契約を更新しない場

合の通知及び更新しない理由の証明書については、

第５条第２項及び第３項の規定を準用する。 

（準用） 

第２４条 第６条の２及び第２０条の規定は、特定職

員に準用する。 

   第８章 特定研究員 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項本文の規定にかかわらず、就業規則第２２条

第１項第３号の規定は、大学が特に認めた場合（無

期雇用教職員となった場合を除く。）は、これを準

用しない。 

３ （同 左） 

   第７章 特定職員 

 

（俸給） 

第２２条 特定職員の俸給月額は、３０万円から  

１２０万円までの範囲で１万円単位の額とする。 

２・３ （同 左） 

（契約期間） 

第２３条 

 

２ 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

４ 

 

 

 

 

５ 

 

 

６ 

 

 

 

（準用） 

第２４条 第６条の２、第１９条の２及び第２０条の

規定は、特定職員に準用する。 

   第８章 特定研究員 

（同 左） 



改     正     前 改     正     後 

 （中 略） 

（俸給） 

第２６条 特定研究員の俸給月額は、２５万円から 

８０万円までの範囲で１万円単位の額とする。 

２ （略） 

（契約期間） 

第２７条 特定研究員の契約期間は、１０年以内とし、

通算１０年の期間を限度として、更新することがで

きる。 

２ 前項の規定にかかわらず、プログラム、プロジェ

クト等により雇用される特定研究員の契約期間は、

当該プログラム、プロジェクト等の継続する期間以

内とし、当該期間を限度として、これを更新するこ

とができる。 

３ 第１項の規定により更新された契約期間の満了後

に労働契約を更新しない場合の通知及び更新しない

理由の証明書については、第５条第２項及び第３項

の規定を準用する。 

（準用） 

第２８条 第６条、第６条の２及び第２０条第１項の

規定は、特定研究員に準用する。 

２ 前項の規定にかかわらず、就業規則第２２条第１

項第３号の規定は、トップレベル拠点プログラム又

はｉＰＳ細胞研究プログラムにより雇用する場合に

おいて大学が特に認めた場合（無期転換した場合を

除く。）は、これを準用しない。 

   第９章 特定医療技術職員 

 （中 略） 

（契約期間） 

第３０条 特定医療技術職員の契約期間は、一の事業

年度以内とする。 

２ 契約期間は、これを更新することがある。ただし、

初めて特定医療技術職員として雇用された日から通

算５年の期間を限度とする。 

３ 前項ただし書の規定にかかわらず、大学が特に必

要と認めた場合は、同項ただし書に定める期間を超

えて更新することができる。 

４ 第２項又は前項の規定により更新された契約期間

の満了後に労働契約を更新しない場合の通知及び更

新しない理由の証明書については、第５条第２項及

び第３項の規定を準用する。 

 （中 略） 

（他の規則の準用） 

第３２条 （略） 

 

 

 

（俸給） 

第２６条 特定研究員の俸給月額は、２５万円から 

１２０万円までの範囲で１万円単位の額とする。 

２ （同 左） 

（契約期間） 

第２７条 

 

 

２ 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

（準用） 

第２８条 

 

２ 前項の規定にかかわらず、就業規則第２２条第１

項第３号の規定は、トップレベル拠点プログラム又

はｉＰＳ細胞研究プログラムにより雇用する場合に

おいて大学が特に認めた場合（無期雇用教職員とな

った場合を除く。）は、これを準用しない。 

   第９章 特定医療技術職員 

 

（契約期間） 

第３０条 

 

２ 

 

 

３ 

 

 

４ 

 

 

 

 

（他の規則の準用） 

第３２条 （同 左） 

第１０章 無期雇用教職員の特例 

（無期契約） 

（同 左） 

（同 左） 



改     正     前 改     正     後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（雑則） 

第３３条 特定有期雇用教職員の俸給に関しては、こ

の規則に定めるもののほか、この規定に関する運

用・解釈等については総長が別に定めることがある。 

 （後 略） 

 

国立大学法人京都大学有期雇用教職員就業規則 

（平成１７年達示第３７号） 

（前 略） 

（定義） 

第２条 この規則において有期雇用教職員とは、期間

を定めた労働契約により雇用する教職員のうち、別

表第１、別表第２及び別表第３の職名欄に定める者

をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資格等） 

第３条 有期雇用教職員の資格、職務内容、雇用年齢

上限及びその他の事項は、別表第１、別表第２及び

別表第３の職名ごとの区分に応じ、同表に定めると

ころによる。 

 

２ （略） 

（契約期間及び更新） 

第４条 有期雇用教職員の契約期間は、一の事業年度

以内とする。 

２ 契約期間は、これを更新することがある。ただし、

第３３条 第５条、第１０条、第１２条の３（第１６

条の規定により特定病院助教に準用する場合を含

む。）、第１９条、第２３条、第２７条及び第３０

条による契約期間に係る規定は、無期雇用教職員に

は適用しない。 

（再雇用） 

第３４条 定年が満６０歳と定められている無期雇用

教職員が定年に達し、かつ、継続して勤務すること

を希望するときは、就業規則第２条第４項第３号に

掲げる時間雇用教職員（国立大学法人時間雇用教職

員就業規則第２条第２項に定める無期雇用教職員を

除く。）として雇用することができる。 

第１１章 雑則 

（雑則） 

第３５条 （同 左） 

 

 

 

 

 

 

 

（定義） 

第２条 （同 左） 

 

 

 

２ 前項に定める有期雇用教職員には、労働契約法（平

成１９年法律第１２８号）第１８条の規定（研究開

発システムの改革の推進等による研究開発能力の強

化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律（平

成２０年法律第６３号）第１５条の２の規定が適用

される場合を含む。）に基づき、期間の定めのない

労働契約へ転換した教職員（以下「無期雇用教職員」

という。）を含む。 

（資格等） 

第３条 有期雇用教職員の資格、職務内容、雇用年齢

上限（無期雇用教職員を除く。以下同じ。）、定年

（無期雇用教職員に限る。以下同じ。）及びその他

の事項は、別表第１、別表第２及び別表第３の職名

ごとの区分に応じ、同表に定めるところによる。 

２ （同 左） 

（契約期間及び更新） 

第４条  

 

２ 

（同 左） 



改     正     前 改     正     後 

有期雇用教職員として雇用される期間が、通算５年

を超えないものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、研究員の契約期間は、

１０年以内とし、通算１０年の期間を限度として、

更新することができる。 

４ 第２項ただし書及び前項の規定にかかわらず、別

表第２及び別表第３のその他の事項欄において、特

段の定めがある場合は、この限りでない。 

５ 契約期間の満了後において当該契約期間を更新す

ることがある場合には、当該労働契約の締結時に更

新の可能性及び判断基準を通知するものとする。 

６ 別表第１、別表第２及び別表第３の雇用年齢上限

欄に定める年齢（大学が特に認めた場合に定める年

齢を含む。）に達した有期雇用教職員の契約の更新

は、当該年齢に達する日の属する事業年度の末日ま

でに限り行い、翌事業年度以降は、契約を更新しな

い。 

（中 略） 

（退職） 

第１２条 有期雇用教職員は、次の各号の一に該当す

るときは、退職とし、有期雇用教職員としての身分

を失う。 

(1) 契約期間が満了したとき（契約を更新する場合

を除く。）。 

(2) 退職を申し出て大学から承認されたとき。 

(3) 死亡したとき。 

 

 

（契約期間満了による退職） 

第１３条 １年を超える期間継続して雇用された有期

雇用教職員について、契約期間満了後に更新を行わ

ない場合には、当該契約期間満了日の３０日前まで

にその旨を通知する。ただし、当該契約期間満了後

に更新を行わないことをあらかじめ通知している場

合は、この限りでない。 

２ 前項の場合において、有期雇用教職員が契約を更

新しない理由について証明書を請求したときは、遅

滞なくこれを交付するものとする。 

（中 略） 

（日給の決定） 

第２４条 有期雇用教職員の日給は、別表第１、別表

第２及び別表第３に掲げる有期雇用教職員の別に、

次の各号に定める額とする。 

(1) 別表第１に掲げる有期雇用教職員の日給は、そ

の者を教職員として採用した場合に受けることと

なる給与規程第５条第１項に定める各別表に掲げ

 

 

３ 

 

 

４ 

 

 

５ 

 

 

６ 

 

 

 

 

 

 

（退職） 

第１２条 有期雇用教職員は、次の各号の一に該当す

るときは、退職とし、有期雇用教職員としての身分

を失う。 

(1)  

 

(2)   

(3)  

(4) 定年に達した日以後における最初の３月３１

日に到達したとき。 

（契約期間満了による退職） 

第１３条 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

（日給の決定） 

第２４条 有期雇用教職員の日給は、別表第１、別表

第２及び別表第３に掲げる有期雇用教職員の別に、

次の各号に定める額とする。 

(1) 別表第１に掲げる有期雇用教職員の日給は、そ

の者を教職員として採用した場合に受けることと

なる給与規程第５条第１項に定める各別表に掲げ

（同 左） 

（同 左） 

（同 左） 



改     正     前 改     正     後 

る俸給月額及び同規程第１６条に定める都市手当

の額を基礎として、次の算式により算出した額と

する。 

 

 

（（俸給月額＋都市手当）／５２×３８．７５）

×１２×７．７５ 

(2) 別表第２に掲げる有期雇用教職員の日給は、別

表第４に掲げる額とする。ただし、個別に承認を

受けた場合は、その額とする。 

(3) 別表第３に掲げる有期雇用教職員の日給は、別

表第５の職名欄の区分に対応する日給欄に掲げる

額とする。 

２ （略） 

（中 略） 

（住居手当） 

第２６条 契約期間が３月以上ある有期雇用教職員

（医員、法科大学院特別教授・准教授及び専門職大

学院特別教授・准教授を除く。）には、給与規程第

１７条に定める教職員の例に準じて住居手当を支給

することができる。 

 

（通勤手当） 

第２７条 契約期間が１月以上ある有期雇用教職員

（法科大学院特別教授・准教授及び専門職大学院特

別教授・准教授を除く。）には、給与規程第１８条

に定める教職員の例に準じて通勤手当を支給するこ

とができる。 

（中 略） 

（寒冷地手当） 

第３３条 有期雇用教職員（医員、医員（研修医）を

除く。）のうち、勤務日及び勤務時間が教職員とほ

ぼ同様であり、かつ、契約期間がおおむね１２月で

ある者については、給与規程第３３条に定める教職

員の例に準じて、寒冷地手当を支給することができ

る。 

（中 略） 

（公益通報者の保護等） 

第７６条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

る俸給月額及び同規程第１６条に定める都市手当

の額を基礎として、次の算式により算出した額と

する。ただし、無期雇用教職員においては事業年

度ごとに日給額を算出し、必要に応じて改訂する

ものとする。 

（（俸給月額＋都市手当）／５２×３８．７５）

×１２×７．７５ 

(2)  

 

 

(3)  

 

 

２ 

 

（住居手当） 

第２６条 契約期間が３月以上ある有期雇用教職員

（無期雇用教職員を含む。ただし、医員、法科大学

院特別教授・准教授及び専門職大学院特別教授・准

教授を除く。）には、給与規程第１７条に定める教

職員の例に準じて住居手当を支給することができ

る。 

（通勤手当） 

第２７条 契約期間が１月以上ある有期雇用教職員

（無期雇用教職員を含む。ただし、法科大学院特別

教授・准教授及び専門職大学院特別教授・准教授を

除く。）には、給与規程第１８条に定める教職員の

例に準じて通勤手当を支給することができる。 

 

（寒冷地手当） 

第３３条 有期雇用教職員（医員、医員（研修医）を

除く。）のうち、勤務日及び勤務時間が教職員とほ

ぼ同様であり、かつ、契約期間がおおむね１２月で

ある者（無期雇用教職員を含む。）については、給

与規程第３３条に定める教職員の例に準じて、寒冷

地手当を支給することができる。 

 

（公益通報者の保護等） 

第７６条 （同 左） 

第１５章 無期雇用教職員の特例 

（無期契約） 

第７７条 第４条及び第１３条による契約期間に係る

規定は、無期雇用教職員には適用しない。 

（再雇用） 

第７８条 定年が満６０歳又は満６３歳と定められて

いる無期雇用教職員が定年に達し、かつ、継続して

（同 左） 



改     正     前 改     正     後 

 

 

 

 

（中 略） 

附 則（平成２２年達示第１２号） 

１ （略） 

２ 改正後の別表第２及び別表第３の規定にかかわら

ず、これらの表に掲げる教職員の雇用年齢上限につ

いては次の表の左欄に掲げる生年月日の区分に応じ

同表の右欄に掲げる雇用年齢上限とする。 

生年月日 雇用年齢上限 

昭和２２年４月１

日以前 

満６３歳 

（ただし、大学が特に認めた場合

（労働契約法（平成１９年法律第

１２８号）第１８条の規定により、

期間の定めのない労働契約に転換

した場合（以下「無期転換した場

合」という。）を除く。）は、こ

の限りでない。） 

昭和２２年４月２

日から昭和２４年

４月１日まで 

満６４歳 

（ただし、大学が特に認めた場合

（無期転換した場合を除く。）は、

この限りでない。） 

（中 略） 

別表第１ 

職名 資格・職務能

力 

職務内容 雇用年齢

上限 

その他の事

項 

事務補佐

員 

当該業務の遂

行 能 力 が あ

り、原則とし

て他の職に就

いていない者 

事 務 の 補

佐 業 務 に

従事 

満６０歳 

 

・当該雇用

経費の趣旨

に添った雇

用に限る 

・学生、研

究生等を除

く 

技術補佐

員 

技 術 に 関

す る 職 務

の 補 佐 業

務に従事 

技能補佐

員 

技 能 に 関

す る 職 務

の 補 佐 業

務に従事 

労務補佐

員 

労 務 作 業

に従事 

満６３歳 

別表第２ 

職名 資格・職務

能力 

職務内容 雇用年齢上

限 

その他の事

項 

寄附講座教 当該講座又 当該講座又 満 ６ ５ 歳 ・当該講座

勤務することを希望するときは、就業規則第２条第

４項第３号に掲げる時間雇用教職員（国立大学法人

時間雇用教職員就業規則第２条第２項に定める無期

雇用教職員を除く。）として雇用することができる。 

 

附 則（平成２２年達示第１２号） 

１  

２  

 

 

 

生年月日 雇用年齢上限 

昭和２２年４月１

日以前 

満６３歳 

（ただし、大学が特に認めた場合

は、この限りでない。） 

 

 

 

 

 

昭和２２年４月２

日から昭和２４年

４月１日まで 

満６４歳 

（ただし、大学が特に認めた場合

は、この限りでない。） 

 

 

別表第１ 

職名 資格・職務

能力 

職務内容 雇用年

齢上限 

定年 その他の

事項 

事 務 補

佐員 

当 該 業 務

の 遂 行 能

力があり、

原 則 と し

て 他 の 職

に 就 い て

いない者 

事務の補

佐業務に

従事 

満６０

歳 

 

満 ６ ０

歳 

 

・当該雇

用経費の

趣旨に添

った雇用

に限る 

・学生、

研究生等

を除く 

技 術 補

佐員 

技術に関

する職務

の補佐業

務に従事 

技 能 補

佐員 

技能に関

する職務

の補佐業

務に従事 

労 務 補

佐員 

労務作業

に従事 

満６３

歳 

満 ６ ３

歳 

別表第２ 

職名 資格・職

務能力 

職務内容 雇用年齢

上限 

定年 その他の

事項 

寄附講座 当該講座 当該講座 満６５歳 満６５ ・当該講

（同 左） 



改     正     前 改     正     後 

員 

寄附研究部

門教員 

は研究部門

教員として

の業務の遂

行能力があ

り、原則と

して他の職

に就いてい

ない者 

は研究部門

における教

育研究に従

事 す る ほ

か、本学の

定めにより

教育研究に

支障のない

範囲内でそ

の他の授業

又は研究指

導を担当す

る 

（ただし、

大学が特に

認めた場合

（無期転換

した場合を

除く。）は、

この限りで

ない。） 

又は研究部

門の継続し

ている間、

雇用可能 

・当該寄附

講座又は寄

附研究部門

の設置に係

る寄附金に

て雇用され

る場合に限

る 

・選考方法、

選考基準は

当該講座・

研究部門を

置く部局が

定める 

・学生、研

究生等を除

く 

 

 

 

 

共同研究講

座教員 

共同研究部

門教員 

当該講座又

は研究部門

における研

究に従事す

る 

・当該講座

又は研究部

門の継続し

ている間、

雇用可能 

・当該共同

研究講座又

は共同研究

部門の設置

に係る共同

研究費にて

雇用される

場合に限る 

・選考方法、

選考基準は

当該講座・

研究部門を

置く部局が

定める 

・学生、研

究生等を除

教員 

寄附研究

部門教員 

又は研究

部門教員

としての

業務の遂

行能力が

あり、原

則として

他の職に

就いてい

ない者 

又は研究

部門にお

ける教育

研究に従

事するほ

か、本学

の定めに

より教育

研究に支

障のない

範囲内で

その他の

授業又は

研究指導

を担当す

る 

（ た だ

し、大学

が特に認

めた場合

は、この

限りでな

い。） 

歳 座又は研

究部門の

継続して

いる間、

雇用可能 

・当該寄

附講座又

は寄附研

究部門の

設置に係

る寄附金

にて雇用

される場

合に限る 

・選考方

法、選考

基準は当

該講座・

研究部門

を置く部

局が定め

る 

・学生、

研究生等

を除く 

共同研究

講座教員 

共同研究

部門教員 

当該講座

又は研究

部門にお

ける研究

に従事す

る 

・当該講

座又は研

究部門の

継続して

いる間、

雇用可能 

・当該共

同研究講

座又は共

同研究部

門の設置

に係る共

同研究費

にて雇用

される場

合に限る 

・選考方

法、選考

基準は当

該講座・

研究部門



改     正     前 改     正     後 

く 

 

 

 

 

 

研究員（必

要に応じて

総長の定め

るところに

より名称を

付記するこ

と が で き

る） 

・当該プロ

ジェクト等

に応じ総長

が定める 

当該プロジ

ェクト等に

係る研究等

に従事 

・当該研究

がプロジェ

クトである

場合は、当

該プロジェ

クトの継続

し て い る

間、雇用可

能 

・当該プロ

ジェクト等

経費にて雇

用される場

合に限る 

・学生、研

究生等を除

く 

 

 

別表第３ 

職名 資格・職務

能力 

職務内容 雇用年齢上

限 

その他の事

項 

医員 医師免許又

は歯科医師

免許を有す

る 者 の う

ち、医師法

若しくは歯

科医師法の

規定に定め

る臨床研修

を修了した

者又はこれ

に準じる診

療業務を行

った者 

 

 

 

診療に従事 

必 要 に 応

じ、診療を

通じての臨

床教育の補

助的職務及

び診療に関

して研究に

も従事 

満 ６ ５ 歳

（ただし、

大学が特に

認めた場合

（無期転換

した場合を

除く。）は、

この限りで

ない。） 

・任期につ

いては、医

学部附属病

院の定めに

よる 

・当該医員

又 は 医 員

（研修医）

に係る雇用

経費にて雇

用される場

合に限る 

・学生、研

究生等を除

く 

を置く部

局が定め

る 

・学生、

研究生等

を除く 

研 究 員

（必要に

応じて総

長の定め

るところ

により名

称を付記

すること

が で き

る） 

・当該プ

ロジェク

ト等に応

じ総長が

定める 

当該プロ

ジェクト

等に係る

研究等に

従事 

・当該研

究がプロ

ジェクト

である場

合は、当

該プロジ

ェクトの

継続して

いる間、

雇用可能 

・当該プ

ロジェク

ト等経費

にて雇用

される場

合に限る 

・学生、

研究生等

を除く 

別表第３ 

職名 資格・職

務能力 

職務内容 雇用年齢

上限 

定年 その他

の事項 

医員 医師免許

又は歯科

医師免許

を有する

者 の う

ち、医師

法若しく

は歯科医

師法の規

定に定め

る臨床研

修を修了

した者又

はこれに

準じる診

療業務を

行った者 

診療に従

事 

必要に応

じ、診療

を通じて

の臨床教

育の補助

的職務及

び診療に

関して研

究にも従

事 

満６５歳

（ た だ

し、大学

が特に認

めた場合

は、この

限りでな

い。） 

満６５

歳 

・任期に

つ い て

は、医学

部 附 属

病 院 の

定 め に

よる 

・当該医

員 又 は

医員（研

修医）に

係 る 雇

用 経 費

に て 雇

用 さ れ

る 場 合

に限る 
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医員（研修

医） 

医師国家試

験又は歯科

医師国家試

験に合格し

た者（医員

の資格・職

務能力欄に

該当する者

を除く。） 

 

 

 

医師法又は

歯科医師法

の規定に定

める臨床研

修に従事 

法科大学院

特別教授 

法科大学院

特別准教授 

法科大学院

において実

務基礎教育

を実施する

ため特に必

要となる高

度専門職業

人 

 

法科大学院

（法学研究

科法曹養成

専攻）にお

ける教授又

は准教授の

職務に従事 

・任期につ

いては、法

科大学院の

定めによる 

専門職大学

院特別教授 

専門職大学

院特別准教

授 

専門職大学

院（法科大

学 院 を 除

く。）にお

いて実務基

礎教育を実

施するため

特に必要と

なる高度専

門職業人 

 

 

専門職大学

院（法科大

学 院 を 除

く。）にお

ける教授又

は准教授の

職務に従事 

・任期につ

いては、当

該専門職大

学院の定め

による 

別表第４～７ （略） 

別表第８ 

育児・介護規

程の規定 

適用する規定 

第３条 第３条 （略） 

第４条 第４条 前条第１項の規定にかかわ

らず、大学は、育児・介護休業法第

６条第１項ただし書の規定による

労使協定がある場合は、育児休業の

申出があった日から起算して１年

以内に退職することが明らかな有

期雇用教職員からの申出は、これを

医員（研

修医） 

医師国家

試験又は

歯科医師

国家試験

に合格し

た者（医

員 の 資

格・職務

能力欄に

該当する

者 を 除

く。） 

医師法又

は歯科医

師法の規

定に定め

る臨床研

修に従事 

・学生、

研 究 生

等 を 除

く 

法 科 大

学 院 特

別教授 

法 科 大

学 院 特

別 准 教

授 

法科大学

院におい

て実務基

礎教育を

実施する

ため特に

必要とな

る高度専

門職業人 

法科大学

院（法学

研究科法

曹養成専

攻）にお

ける教授

又は准教

授の職務

に従事 

・任期に

つ い て

は、法科

大 学 院

の 定 め

による 

専 門 職

大 学 院

特 別 教

授 

専 門 職

大 学 院

特 別 准

教授 

専門職大

学院（法

科大学院

を除く。）

において

実務基礎

教育を実

施するた

め特に必

要となる

高度専門

職業人 

専門職大

学院（法

科大学院

を除く。）

における

教授又は

准教授の

職務に従

事 

・任期に

つ い て

は、当該

専 門 職

大 学 院

の 定 め

による 

別表第４～７ （同 左） 

別表第８ 

育児・介護規

程の規定 

適用する規定 

第３条 第３条 （同 左） 

第４条 第４条 （同 左） 

 

 

 

 

 

 



改     正     前 改     正     後 

拒むことができる。 

２ 前項に定めるもののほか、次の各

号の一に該当する有期雇用教職員

は、育児休業をすることができな

い。 

(1) 大学に引き続き雇用された期

間が１年に満たない有期雇用教

職員 

(2) 育児休業により養育する子が

１歳６か月に達する日までに、そ

の労働契約（労働契約が更新され

る場合にあっては、更新後のも

の）が満了することが明らかな有

期雇用教職員 

  
 

第３１条 第３１条 有期雇用教職員は、負傷、

疾病又は身体上若しくは精神上の

障害により２週間以上の期間にわ

たり日常生活を営むのに支障があ

る者（以下「要介護者」という。）

を介護するために、大学に申し出る

ことにより、介護休業をすることが

できる。 

２ 前項の規定にかかわらず、大学

は、育児・介護休業法第１２条第２

項の規定において準用する育児・介

護休業法第６条第１項ただし書の

規定による労使協定がある場合は、

介護休業申出があった日から起算

して９３日以内に退職することが

明らかな有期雇用教職員からの申

出は、これを拒むことができる。 

３ 前項に定めるもののほか、次の各

号の一に該当する有期雇用教職員

は、介護休業をすることができな

い。 

(1) 大学に引き続き雇用された期

間が１年に満たない有期雇用教

職員 

(2) 介護休業開始予定日から起算

して９３日を経過する日から６

月を経過する日までに、その労働

契約（労働契約が更新される場合

にあっては、更新後のもの）が満

了することが明らかな有期雇用

 

２ 前項に定めるもののほか、次の各

号の一に該当する有期雇用教職員

（無期雇用教職員を除く。）は、育

児休業をすることができない。 

(1)  

 

 

(2)  

 

 

 

 

 

  
 

第３１条 第３１条 

 

 

 

 

 

 

 

２  

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 前項に定めるもののほか、次の各

号の一に該当する有期雇用教職員

（無期雇用教職員を除く。）は、介

護休業をすることができない。 

(1)  

 

 

(2)  

 

 

 

 

 

（同 左） 

（同 左） 

（同 左） 

（中 略） 



改     正     前 改     正     後 

教職員 

４ 

(1)・(2) 

  
 

 

国立大学法人京都大学時間雇用教職員就業規則 

（平成１７年達示第３８号） 

 （前 略） 

（定義） 

第２条 この規則において時間雇用教職員とは、期間

を定めた労働契約により雇用する教職員のうち、１

週間の所定の勤務時間が３０時間（研究開発補佐員

については３８時間４５分）を超えない者で、別表

第１、別表第２及び別表第３の職名欄に定める者を

いう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ この規則において教職員とは、就業規則第２条第

２項及び第４項の適用を受けない者をいう。 

（資格等） 

第３条 時間雇用教職員の資格、職務内容、雇用年齢

上限及びその他の事項は、別表第１、別表第２及び

別表第３の職名ごとの区分に応じ、同表に定めると

ころによる。 

 

（契約期間及び更新） 

第４条 時間雇用教職員の契約期間は、一の事業年度

以内とする。 

２ 契約期間はこれを更新することがある。ただし、

時間雇用教職員として雇用される期間が、通算５年

を超えないものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、研究開発補佐員及び

研究員の契約期間は、１０年以内とし、通算１０年

の期間を限度として、更新することができる。 

４ 第２項ただし書及び前項の規定にかかわらず、別

表第２及び別表第３のその他の事項欄において、特

段の定めがある場合は、この限りでない。 

５ 契約期間の満了後において当該労働契約を更新す

ることがある場合には、当該労働契約の締結時に更

 

４ 

(1)・(2) 

 
 

 

 

 

 

 

（定義） 

第２条 （同 左） 

 

 

 

 

 

２ 前項に定める時間雇用教職員には、労働契約法（平

成１９年法律第１２８号）第１８条の規定（研究開

発システムの改革の推進等による研究開発能力の強

化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律（平

成２０年法律第６３号）第１５条の２の規定が適用

される場合を含む。）に基づき、期間の定めのない

労働契約へ転換した教職員（以下「無期雇用教職員」

という。）を含む。 

３ （同 左） 

 

（資格等） 

第３条 時間雇用教職員の資格、職務内容、雇用年齢

上限（無期雇用教職員を除く。以下同じ。）、定年

（無期雇用教職員に限る。以下同じ。）及びその他

の事項は、別表第１、別表第２及び別表第３の職名

ごとの区分に応じ、同表に定めるところによる。 

（契約期間及び更新） 

第４条  

 

２ 

 

 

３ 

 

 

４ 

 

 

５ 

 

（略） 

（同 左） 

（後 略） 

（同 左） 
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新の可能性及び判断基準を通知するものとする。 

６ 別表第１、別表第２及び別表第３の雇用年齢上限

欄に定める年齢（大学が特に認めた場合に定める年

齢を含む。）に達した時間雇用教職員の契約の更新

は、当該年齢に達する日の属する事業年度の末日ま

でに限り行い、翌事業年度以降は、契約を更新しな

い。 

（中 略） 

（退職） 

第１２条 時間雇用教職員は、次の各号の一に該当す

るときは、退職とし、時間雇用教職員としての身分

を失う。 

(1) 契約期間が満了したとき（契約を更新する場合

を除く。）。 

(2) 退職を申し出て大学から承認されたとき。 

(3) 死亡したとき。 

 

 

（契約期間満了による退職） 

第１３条 １年を超えて雇用された時間雇用教職員に

ついて、契約期間満了後に更新を行わない場合には、

当該契約期間満了日の３０日前までにその旨を通知

する。ただし、当該契約期間満了後に更新を行わな

いことをあらかじめ通知している場合は、この限り

でない。 

２ 前項の場合において、時間雇用教職員が契約を更

新しない理由について証明書を請求したときは、遅

滞なくこれを交付するものとする。 

（中 略） 

（公益通報者の保護等） 

第６７条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中 略） 

附 則（平成２２年達示第１３号） 

１ （略） 

２ 改正後の別表第２及び別表第３の規定にかかわら

ず、これらの表に掲げる教職員（講師、ティーチン

 

６ （同 左） 

 

 

 

 

 

 

（退職） 

第１２条  

 

 

(1)  

 

(2) 

(3)  

(4) 定年に達した日以後における最初の３月３１

日に到達したとき。 

 （契約期間満了による退職） 

第１３条  

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

（公益通報者の保護等） 

第６７条 （同 左） 

第１４章 無期雇用教職員の特例 

（無期契約） 

第６８条 第４条及び第１３条による契約期間に係る

規定は、無期雇用教職員には適用しない。 

（再雇用） 

第６９条 定年が満６０歳又は満６３歳と定められて

いる無期雇用教職員が定年に達し、かつ、継続して

勤務することを希望するときは、引き続き時間雇用

教職員（第２条第２項に定める無期雇用教職員を除

く。）として雇用することができる。 

 

附 則（平成２２年達示第１３号） 

１  

２  

 

（同 左） 

（同 左） 

（同 左） 



改     正     前 改     正     後 

グ・アシスタント及びリサーチ・アシスタントを除

く。）の雇用年齢上限については次の表の左欄に掲

げる生年月日の区分に応じ同表の右欄に掲げる雇用

年齢上限とする。 

生年月日 雇用年齢上限 

昭和２２年４月１

日以前 

満６３歳 

（ただし、大学が特に認めた場合

（労働契約法（平成１９年法律第

１２８号）第１８条の規定によ

り、期間の定めのない労働契約に

転換した場合（以下「無期転換し

た場合」という。）を除く。）は、

この限りでない。） 

昭和２２年４月２

日から昭和２４年

４月１日まで 

満６４歳 

（ただし、大学が特に認めた場合

（無期転換した場合を除く。）は、

この限りでない。） 

（中 略） 

別表第１（第２条・第３条・第４条関係） 

職名 資格・職務能

力 

職務内容 雇用年齢

上限 

その他の事

項 

事務補佐

員 

当該業務の遂

行能力がある

者 

事 務 の 補

佐 業 務 に

従事 

満６０歳 

（ただし、

大 学 が 特

に 認 め た

場合は、満

６５歳） 

・当該雇用

経費の趣旨

に添った雇

用に限る 

・本学に在

籍する学生

は、原則と

してオフィ

ス・アシス

タントとし

て雇用する 

技術補佐

員 

技 術 に 関

す る 職 務

の 補 佐 業

務に従事 

医療技術

補佐員 

医 療 技 術

に 関 す る

職 務 の 補

佐 業 務 に

従事 

看護技術

補佐員 

看 護 技 術

に 関 す る

職 務 の 補

佐 業 務 に

従事 

技能補佐

員 

技 能 に 関

す る 職 務

の 補 佐 業

務に従事 

教務補佐

員 

業務に関連の

ある分野の修

士修了以上又

教 務 に 関

す る 職 務

の 補 佐 業

 

 

 

 

生年月日 雇用年齢上限 

昭和２２年４月１

日以前 

満６３歳 

（ただし、大学が特に認めた場合

は、この限りでない。） 

 

 

 

 

 

昭和２２年４月２

日から昭和２４年

４月１日まで 

満６４歳 

（ただし、大学が特に認めた場合

は、この限りでない。） 

 

 

別表第１（第２条・第３条・第４条関係） 

職名 資格・職

務能力 

職務内容 雇用年

齢上限 

定年 その他の

事項 

事務補佐

員 

当該業務

の遂行能

力がある

者 

事務の補

佐業務に

従事 

満 ６ ０

歳（ただ

し、大学

が 特 に

認 め た

場合は、

満 ６ ５

歳） 

満 ６ ０

歳 

・当該雇

用 経 費

の 趣 旨

に 添 っ

た 雇 用

に限る 

・本学に

在 籍 す

る 学 生

は、原則

と し て

オ フ ィ

ス・アシ

ス タ ン

ト と し

て 雇 用

する 

技術補佐

員 

技術に関

する職務

の補佐業

務に従事 

医療技術

補佐員 

医療技術

に関する

職務の補

佐業務に

従事 

看護技術

補佐員 

看護技術

に関する

職務の補

佐業務に

従事 

技能補佐

員 

技能に関

する職務

の補佐業

務に従事 

教務補佐

員 

業務に関

連のある

分野の修

教務に関

する職務

の補佐業



改     正     前 改     正     後 

は２年以上の

業務に有益な

実務経験があ

る者 

 

 

 

務に従事 

労務補佐

員 

当該業務の遂

行能力がある

者 

労 務 作 業

に従事 

満 ６ ３ 歳

（ただし、

大 学 が 特

に 認 め た

場合は、満

６５歳） 

 

 

研究支援

推進員 

当 該 研 究

プ ロ ジ ェ

ク ト に 係

る 特 殊 な

技 能 や 熟

練 し た 技

術 を 必 要

と す る 研

究 支 援 業

務に従事 

満 ６ ０ 歳

（ただし、

大 学 が 特

に 認 め た

場合は、満

６５歳） 

・当該研究

支援推進経

費にて雇用

される場合

に限る 

・学生、研

究生等を除

く 

・選考基準

は当該部局

が定める 

 

 

 

 

 

研究開発

補佐員 

当 該 プ ロ

グ ラ ム に

係 る 研 究

開 発 に 関

す る 職 務

の 補 佐 業

務に従事 

・世界トッ

プレベル国

際研究拠点

形成促進プ

ログラム又

は iPS細胞

研究プログ

ラムにて雇

用される場

合に限る 

・学生、研

究生等を除

く 

・選考基準

士修了以

上又は２

年以上の

業務に有

益な実務

経験があ

る者 

務に従事 

労務補佐

員 

当該業務

の遂行能

力がある

者 

労務作業

に従事 

満 ６ ３

歳（ただ

し、大学

が 特 に

認 め た

場合は、

満 ６ ５

歳） 

満 ６ ３

歳 

研究支援

推進員 

当該研究

プロジェ

クトに係

る特殊な

技能や熟

練した技

術を必要

とする研

究支援業

務に従事 

満 ６ ０

歳（ただ

し、大学

が 特 に

認 め た

場合は、

満 ６ ５

歳） 

満 ６ ０

歳 

・当該研

究 支 援

推 進 経

費 に て

雇 用 さ

れ る 場

合 に 限

る 

・学生、

研 究 生

等 を 除

く 

・選考基

準は当該

部局が定

める 

研究開発

補佐員 

当該プロ

グラムに

係る研究

開発に関

する職務

の補佐業

務に従事 

・世界ト

ッ プ レ

ベ ル 国

際 研 究

拠 点 形

成 促 進

プ ロ グ

ラ ム 又

は iPS細

胞 研 究

プ ロ グ

ラ ム に

て 雇 用

さ れ る



改     正     前 改     正     後 

は、研究開

発システム

の改革の推

進等による

研究開発能

力の強化及

び研究開発

等の効率的

推進等に関

する法律第

１５条の２

第１項第１

号の規定を

考慮し、当

該部局が定

める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ フ ィ

ス・アシス

タント 

本学に在籍す

る学生 

事 務 、 技

術、技能、

教務、医療

技 術 若 し

く は 看 護

技 術 に 関

す る 補 佐

業 務 又 は

労 務 作 業

に従事 

 

 

― ・勤務時間

は原則とし

て週２０時

間以内とす

る 

別表第２（第２条・第３条・第４条関係） 

職名 資格・職務

能力 

職務内容 雇用年齢上

限 

その他の事

項 

医師 

歯科医師 

当該医師又

は歯科医師

としての業

診療業務 満 ６ ５ 歳

（ただし、

大学が特に

・当該業務

遂行にあた

り配分の受

場 合 に

限る 

・学生、

研 究 生

等 を 除

く 

・選考基

準は、研

究開発シ

ステムの

改革の推

進等によ

る研究開

発能力の

強化及び

研究開発

等の効率

的推進等

に関する

法律第１

５条の２

第１項第

１号の規

定を考慮

し、当該

部局が定

める 

オ フ ィ

ス・アシ

スタント 

本学に在

籍する学

生 

事務、技

術、技能、

教務、医療

技術若し

くは看護

技術に関

する補佐

業務又は

労務作業

に従事 

― ・当該雇

用 経 費

の 趣 旨

に 添 っ

た 雇 用

に限る 

・勤務時

間は原則

として週

２０時間

以内とす

る 

別表第２（第２条・第３条・第４条関係） 

職名 資格・職

務能力 

職務内容 雇用年齢

上限 

定年 その他の

事項 

医師 

歯 科 医

師 

当 該 医

師 又 は

歯 科 医

診 療 業

務 

満 ６ ５

歳（ただ

し、大学

満６５歳 ・当該雇

用経費の

趣旨に添



改     正     前 改     正     後 

務の遂行能

力がある者 

認めた場合

（無期転換

した場合を

除く。）は、

この限りで

ない。） 

けた雇用経

費にて雇用

される場合

に限る 

 

 

寄附講座教

員 

寄附研究部

門教員 

当該講座又

は研究部門

教員として

の業務の遂

行能力があ

る者 

当該講座又

は研究部門

における教

育研究に従

事 す る ほ

か、本学の

定めにより

教育研究に

支障のない

範囲内でそ

の他の授業

又は研究指

導を担当す

る 

・当該講座

又は研究部

門の継続し

ている間、

雇用可能 

・当該寄附

講座又は寄

附研究部門

の設置に係

る寄附金に

て雇用され

る場合に限

る 

・選考方法、

選考基準は

当該講座・

研究部門を

置く部局が

定める 

 

 

 

 

共同研究講

座教員 

共同研究部

門教員 

当該講座又

は研究部門

における教

育研究に従

事する 

・当該講座

又は研究部

門の継続し

ている間、

雇用可能 

・当該共同

研究講座又

は共同研究

部門の設置

に係る共同

研究費にて

雇用される

場合に限る 

・選考方法、

選考基準は

当該講座・

師 と し

て の 業

務 の 遂

行 能 力

が あ る

者 

が 特 に

認 め た

場合は、

こ の 限

り で な

い。） 

った雇用

に限る 

寄 附 講

座教員 

寄 附 研

究 部 門

教員 

当 該 講

座 又 は

研 究 部

門 教 員

と し て

の 業 務

の 遂 行

能 力 が

ある者 

当 該 講

座 又 は

研 究 部

門 に お

け る 教

育 研 究

に 従 事

す る ほ

か、本学

の 定 め

に よ り

教 育 研

究 に 支

障 の な

い 範 囲

内 で そ

の 他 の

授 業 又

は 研 究

指 導 を

担 当 す

る 

・当該講

座又は研

究部門の

継続して

いる間、

雇用可能 

・当該寄

附講座又

は寄附研

究部門の

設置に係

る寄附金

にて雇用

される場

合に限る 

・選考方

法、選考

基準は当

該講座・

研究部門

を置く部

局が定め

る 

共 同 研

究 講 座

教員 

共 同 研

究 部 門

教員 

当 該 講

座 又 は

研 究 部

門 に お

け る 教

育 研 究

に 従 事

する 

・当該講

座又は研

究部門の

継続して

いる間、

雇用可能 

・当該共

同研究講

座又は共

同研究部

門の設置

に係る共

同研究費

にて雇用

される場

合に限る 



改     正     前 改     正     後 

研究部門を

置く部局が

定める 

 

 

 

 

 

研究員（必

要に応じて

総長の定め

るところに

より名称を

付記するこ

と が で き

る） 

・当該プロ

ジェクト等

に応じ総長

が定める 

当該プロジ

ェクト等に

係る研究等

に従事 

・当該研究

がプロジェ

クトである

場合は、当

該プロジェ

クトの継続

し て い る

間、雇用可

能 

・当該プロ

ジェクト等

経費にて雇

用される場

合に限る 

・学生、研

究生等を除

く 

 

 

別表第３（第２条・第３条・第４条関係） 

職名 資格・職務

能力 

職務内容 雇用年齢上

限 

その他の事

項 

講師 当該授業担

当の遂行上

必要な能力

を有する者

又は学生の

研究指導能

力がある者 

・カリキュ

ラムにおけ

る授業を担

当する 

・学生の研

究指導を行

う 

特に無し 

 

・当該授業

担当又は研

究指導の遂

行上必要と

認められる

間、雇用可

能 

・当該業務

遂行にあた

り配分を受

けた雇用経

費にて雇用

される場合

に限る 

ティーチン 大学院に在 学部学生、 ― ・当該雇用

・選考方

法、選考

基準は当

該講座・

研究部門

を置く部

局が定め

る 

研 究 員

（ 必 要

に 応 じ

て 総 長

の 定 め

る と こ

ろ に よ

り 名 称

を 付 記

す る こ

と が で

きる） 

・当該プ

ロ ジ ェ

ク ト 等

に 応 じ

総 長 が

定める 

当 該 プ

ロ ジ ェ

ク ト 等

に 係 る

研 究 等

に従事 

・当該研

究がプロ

ジェクト

である場

合は、当

該プロジ

ェクトの

継続して

いる間、

雇用可能 

・当該プ

ロジェク

ト等経費

にて雇用

される場

合に限る 

・学生、

研究生等

を除く 

別表第３（第２条・第３条・第４条関係） 

職名 資格・職務

能力 

職務内容 雇 用 年

齢上限 

定年 その他の

事項 

講師 当該授業

担当の遂

行上必要

な能力を

有する者

又は学生

の研究指

導能力が

ある者 

・カリキ

ュラムに

おける授

業を担当

する 

・学生の

研究指導

を行う 

特 に 無

し 

 

満６５

歳 

・当該授

業担当又

は研究指

導の遂行

上必要と

認められ

る間、雇

用可能 

・当該雇

用経費の

趣旨に添

った雇用

に限る 

 

ティーチ 大学院に 学 部 学 ― 満６０ ・当該雇



改     正     前 改     正     後 

グ・アシス

タント 

籍する優秀

な学生 

修士課程学

生に対し、

教育的効果

を高めるた

め、実験、

実習、演習

等の教育補

助業務にあ

たる 

経費の趣旨

に添った雇

用に限る 

・選考基準

は当該研究

科が定める 

・勤務時間

は月４０時

間（週１０

時間程度）

以内 

 

 

 

リサーチ・

アシスタン

ト 

将来、研究

者となる意

欲と優れた

能力を有す

る大学院博

士後期課程

（医学研究

科及び薬学

研究科にお

いては、博

士課程を含

む）に在学

する学生 

 

 

研究プロジ

ェクト等を

効果的に推

進 す る た

め、研究補

助者として

従事し、当

該研究活動

に必要な補

助業務を行

う 

― ・当該雇用

経費の趣旨

に添った雇

用に限る 

・選考基準

は当該部局

が定める 

・勤務時間

は原則とし

て週２０時

間以内とす

る。 

法科大学院

特別教授 

法科大学院

特別准教授 

法科大学院

において実

務基礎教育

を実施する

ため特に必

要となる高

度専門職業

人 

法科大学院

（法学研究

科法曹養成

専攻）にお

ける教授又

は准教授の

職務に従事 

 

 

満６５歳 

（ただし、

大学が特に

認めた場合

（無期転換

した場合を

除く。）は、

この限りで

ない。） 

・任期につ

いては、法

科大学院の

定めによる 

専門職大学

院特別教授 

専門職大学

院特別准教

授 

専門職大学

院（法科大

学 院 を 除

く。）にお

いて実務基

礎教育を実

施するため

専門職大学

院（法科大

学 院 を 除

く。）にお

ける教授又

は准教授の

職務に従事 

・任期につ

いては、当

該専門職大

学院の定め

による 

ング・ア

シスタン

ト 

在籍する

優秀な学

生 

生、修士

課程学生

に対し、

教育的効

果を高め

るため、

実験、実

習、演習

等の教育

補助業務

にあたる 

 

歳 用経費の

趣旨に添

った雇用

に限る 

・選考基

準は当該

研究科が

定める 

・勤務時

間 は 月 

４０時間

（週１０

時 間 程

度）以内 

リ サ ー

チ・アシ

スタント 

将来、研究

者となる

意欲と優

れた能力

を有する

大学院博

士後期課

程（医学研

究科及び

薬学研究

科におい

ては、博士

課程を含

む）に在学

する学生 

研究プロ

ジェクト

等を効果

的に推進

す る た

め、研究

補助者と

して従事

し、当該

研究活動

に必要な

補助業務

を行う 

・当該雇

用経費の

趣旨に添

った雇用

に限る 

・選考基

準は当該

部局が定

める 

・勤務時

間は原則

として週

２０時間

以内とす

る。 

法科大学

院特別教

授 

法科大学

院特別准

教授 

法科大学

院におい

て実務基

礎教育を

実施する

ため特に

必要とな

る高度専

門職業人 

法科大学

院（法学

研究科法

曹養成専

攻）にお

ける教授

又は准教

授の職務

に従事 

満 ６ ５

歳 

（ た だ

し、大学

が 特 に

認 め た

場合は、

こ の 限

り で な

い。） 

満６５

歳 

・任期に

つ い て

は、法科

大学院の

定めによ

る 

専門職大

学院特別

教授 

専門職大

学院特別

准教授 

専門職大

学院（法科

大学院を

除く。）に

おいて実

務基礎教

育を実施

専門職大

学院（法

科大学院

を除く。）

における

教授又は

准教授の

・任期に

つ い て

は、当該

専門職大

学院の定

めによる 



改     正     前 改     正     後 

特に必要と

なる高度専

門職業人 

 

 

別表第４～６ （略） 

別表第７ 

育児・介護規

程の規定 

適用する規定 

第３条 第３条 （略） 

第４条  第４条 前条第１項の規定にかかわ

らず、大学は、育児・介護休業法第

６条第１項ただし書の規定による

労使協定がある場合は、次の各号の

一に該当する時間雇用教職員から

の育児休業の申出は、これを拒むこ

とができる。 

(1) 育児休業申出があった日から

起算して１年以内に退職するこ

とが明らかな時間雇用教職員 

(2) １週間の所定勤務日数が２日

以下の時間雇用教職員 

２ 前項に定めるもののほか、次の各

号の一に該当する時間雇用教職員

は、育児休業をすることができな

い。 

(1) 大学に引き続き雇用された期

間が１年に満たない時間雇用教

職員 

(2) 育児休業により養育する子が

１歳６か月に達する日までに、そ

の労働契約（労働契約が更新され

る場合にあっては、更新後のも

の）が満了することが明らかな時

間雇用教職員 

 

 

 

第３１条 第３１条 時間雇用教職員は、負傷、

疾病又は身体上若しくは精神上の

障害により２週間以上の期間にわ

たり日常生活を営むのに支障があ

る者（以下「要介護者」という。）

を介護するために、大学に申し出る

ことにより、介護休業をすることが

できる。 

するため

特に必要

となる高

度専門職

業人 

職務に従

事 

別表第４～６ （同 左） 

別表第７ 

育児・介護規

程の規定 

適用する規定 

第３条 第３条 （同 左） 

第４条  第４条  

 

 

 

 

 

 

(1) 

 

  

(2) 

  

２ 前項に定めるもののほか、次の各

号の一に該当する時間雇用教職員

（無期雇用教職員を除く。）は、育

児休業をすることができない。 

(1) 

 

 

(2)  

 

 

 

 

 

 

 

 

第３１条 第３１条 （同 左） 

 

 

 

 

 

 

 

（中 略） 

（同 左） 

（同 左） 



改     正     前 改     正     後 

２ 前項の規定にかかわらず、大学

は、育児・介護休業法第１２条第２

項の規定において準用する育児・介

護休業法第６条第１項ただし書の

規定による労使協定がある場合は、

次の各号の一に該当する時間雇用

教職員からの介護休業の申出は、こ

れを拒むことができる。 

(1) 介護休業申出があった日から

起算して９３日以内に退職する

ことが明らかな時間雇用教職員 

(2) １週間の所定勤務日数が２日

以下の時間雇用教職員 

３ 前項に定めるもののほか、次の各

号の一に該当する時間雇用教職員

は、介護休業をすることができな

い。 

(1) 大学に引き続き雇用された期

間が１年に満たない時間雇用教

職員 

(2) 介護休業開始予定日から起算

して９３日を経過する日から６

月を経過する日までに、その労働

契約（労働契約が更新される場合

にあっては、更新後のもの）が満

了することが明らかな時間雇用

教職員 

４ 

 (1)・(2) 

 

 

 

 

国立大学法人京都大学外国人教師就業規則 

（平成１６年達示第７４号） 

（前 略） 

（定義） 

第２条 この規則において外国人教師とは、京都大学

において外国語科目又は専門教育科目を担当させる

に足る高度の専門的学識又は技能を有する外国人

で、大学との契約により法人の職員として雇用する

者をいう。 

 

 

 

 

 

２  

 

 

 

 

 

 

 

(1)  

 

 

(2)  

 

３ 前項に定めるもののほか、次の各

号の一に該当する時間雇用教職員

（無期雇用教職員を除く。）は、介

護休業をすることができない。 

(1)  

 

 

(2)  

 

 

 

 

 

 

４ 

(1)・(2) 

 

 

 

 

 

 

 

（定義） 

第２条 （同 左） 

 

 

 

 

２ 前項に定める外国人教師には、労働契約法（平成

１９年法律第１２８号）第１８条の規定（研究開発

システムの改革の推進等による研究開発能力の強化

及び研究開発等の効率的推進等に関する法律（平成

２０年法律第６３号）第１５条の２の規定が適用さ

（後 略） 

（略） 

（同 左） 

（同 左） 



改     正     前 改     正     後 

 

 

 

 （中 略） 

（雇用契約の期間） 

第４条 雇用契約の期間は、１年を超えないものとし、

会計年度の中途で契約する場合は、その終期を当該

年度の末日とする。ただし、この期間は、必要に応

じて更新することができる。 

 （中 略） 

（退職手当） 

第７条 （略） 

 

 

 

 （後 略） 

れる場合を含む。）に基づき、期間の定めのない労

働契約へ転換した者（以下「無期雇用教職員」とい

う。）を含む。 

 

 （雇用契約の期間） 

第４条 （同 左） 

 

 

 

 

（退職手当） 

第７条 （同 左） 

（無期雇用教職員の適用除外） 

第８条 第４条の規定は、無期雇用教職員には適用し

ない。 

 

附 則 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 
 


